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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　エンジン運転状態の検出値から要求噴射量を演算するとともに、その要求噴射量に基づ
いてインジェクターを駆動して燃料噴射量を制御するエンジン制御ユニットの異常の有無
を監視するエンジン制御ユニットの監視装置において、
　前記エンジン制御ユニットが演算した前記要求噴射量とその演算に使用された前記エン
ジン運転状態の検出値とに基づいて、前記エンジン制御ユニットの前記要求噴射量の演算
が正常に行われたか否かを判定する第１異常判定部と、
　前記エンジン制御ユニットが演算した前記要求噴射量と前記インジェクターの駆動状況
とに基づいて、前記要求噴射量に基づく前記インジェクターの駆動が正常に行われたか否
かを判定する第２異常判定部と、を備え、
　前記第２異常判定部は、前記インジェクターに対する駆動電流の通電の開始及び終了の
時刻と前記インジェクターに供給される燃料の圧力とをそれぞれ取得し、取得した各時刻
から算出される駆動電流の通電期間及び取得した圧力に基づいて前記インジェクターの駆
動状況を求めて前記判定を行うものであり、
　前記第２異常判定部は、前記判定、及びその判定のための前記通電期間並びに前記イン
ジェクターの駆動状況を求める演算を、駆動電流の通電の開始及び終了の時刻の取得時期
とは異なる時期に行う一方で、前記通電の開始及び終了のいずれかの時刻の取得と同時に
前記圧力の取得を行う
ことを特徴とするエンジン制御ユニットの監視装置。
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【請求項２】
　当該監視装置の適用されるエンジンでは、前記第１異常判定部が異常有りと判定したと
きと、前記第２異常判定部が異常有りと判定したときとで、異なる態様でフェールセーフ
処理が行われる
　請求項１に記載のエンジン制御ユニットの監視装置。
【請求項３】
　前記第２異常判定部は、前記インジェクターの噴射特性の個体差分を補正するための個
体差補正値による補正を行って前記通電期間を算出する
　請求項１又は２に記載のエンジン制御ユニットの監視装置。
【請求項４】
　前記第１異常判定部は、エンジン水温による補正を行って前記要求噴射量を演算する
　請求項１～３のいずれか１項に記載のエンジン制御ユニットの監視装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、エンジン制御ユニットの実施する燃料噴射量制御が正常に行われているか否
かを監視するエンジン制御ユニットの監視装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　車載等のエンジンでは、運転者の要求等に応じたエンジン出力の調整を行うため、燃料
噴射量の制御が行われている。エンジンの燃料噴射量制御は、エンジン制御ユニットによ
り行われる。エンジン制御ユニットは、演算処理を行うマイクロコンピューターと、イン
ジェクターを駆動する電子駆動ユニット（ＥＤＵ：Electric Driving Unit）とを備えて
いる。
【０００３】
　燃料噴射量制御では、まずマイクロコンピューターが、アクセル操作量やエンジン回転
速度等の検出値に基づき、要求噴射量を演算する。続いて、マイクロコンピューターが、
その演算した要求噴射量分の燃料を噴射するために必要なインジェクター駆動電流の通電
期間を演算して、ＥＤＵに指令する。そしてＥＤＵが、その指令された通電期間、インジ
ェクターに駆動電流を流すことで、エンジンの運転状態に応じた適切な量の燃料がエンジ
ンに噴射供給される。
【０００４】
　そして従来、こうしたエンジンの燃料噴射量制御系の異常を監視する監視装置が幾つか
提案されている。例えば特許文献１には、インジェクターの開弁開始時及び開弁保持中に
おけるインジェクター駆動電流の電流値に基づいて、ＥＤＵの故障の有無を監視する監視
装置が記載されている。また、特許文献２には、燃料噴射後のエンジン回転速度の上昇量
から実際に噴射された燃料の量を求め、その量と指令された量との乖離量に基づいてイン
ジェクターの故障の有無を監視する監視装置が記載されている。さらに、特許文献３には
、インジェクターの駆動電流の通電期間を測定し、マイクロコンピューターがＥＤＵに指
令した駆動電流の通電期間とその測定結果とを比較することで、ＥＤＵの故障の有無を監
視する監視装置が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平１１－１９０２４７号公報
【特許文献２】特開２００８－３０９０７７号公報
【特許文献３】特開２００３－１２０３８７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
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　ところで、マイクロコンピューターの演算処理が正常に行われず、要求噴射量や駆動電
流の通電期間が正しく演算されなくなると、ＥＤＵやインジェクターが正常に機能してい
ても、燃料噴射量制御を正常に行うことができなくなる。こうした場合にも、ＥＤＵやイ
ンジェクターは、マイクロコンピューターの指令通りに動作しているため、上記のような
従来の監視装置では、「異常無し」と判定されてしまう。
【０００７】
　そこで、マイクロコンピューターの演算機能についても、異常の有無の監視が必要とな
る。こうした異常の有無の確認は、例えば次の態様で行うことができる。
（１）燃料噴射量制御系が通電期間の演算に使用したパラメーター（エンジン回転速度、
エンジン負荷など）を用いて、監視系が通電期間を別途演算し、燃料噴射量制御系と監視
系の通電期間の演算結果を比較する。
（２）燃料噴射量制御系の通電期間の演算結果を用いて、監視系がその演算に用いられた
パラメーターを逆算し、燃料噴射量制御系が通電期間の演算に実際に使用したパラメータ
ーとその結果とを比較する。
【０００８】
　こうした監視を厳密に行うとすれば、燃料噴射量制御系と同等の演算を監視系が行う必
要がある。一方、燃料噴射量制御のための演算ロジックは、複雑であり、高い演算負荷を
要求するものとなっている。そのため、上記のような監視のための演算は、演算負荷の高
騰が抑えられるように、燃料噴射量制御系が通電期間の演算に使用する演算ロジックより
も簡略化された演算ロジックを用いて行うのが現実的である。
【０００９】
　ところが、監視系の演算ロジックを簡略化すれば、演算ロジックの差異による演算結果
のずれが大きくなる。そのため、異常の検出精度を十分確保することが困難となってしま
う。
【００１０】
　本発明は、こうした実情に鑑みてなされたものであり、その解決しようとする課題は、
演算負荷を抑えつつも、燃料噴射量制御が正常に行われているか否かを高精度で判定する
ことのできるエンジン制御ユニットの監視装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明にかかる監視装置は、エンジン運転状態の検出値から要求噴射量を演算するとと
もに、その要求噴射量に基づいてインジェクターを駆動することで燃料噴射量を制御する
エンジン制御ユニットに適用される。こうしたエンジン制御ユニットでは、エンジンの燃
料噴射量の制御に際して、アクセル操作量やエンジン回転速度といったエンジン運転状態
の検出値に基づく要求噴射量の演算処理と、その要求噴射量の演算結果に基づくインジェ
クターの駆動制御とが行われる。
【００１２】
　そして、請求項１に記載のエンジン制御ユニットの監視装置では、次の２つの異常判定
部を備えるようにしている。すなわち、エンジン制御ユニットが演算した要求噴射量とそ
の演算に使用されたエンジン運転状態の検出値とに基づいて、エンジン制御ユニットの要
求噴射量の演算が正常に行われたか否かを判定する第１異常判定部と、エンジン制御ユニ
ットが演算した要求噴射量とインジェクターの駆動状況とに基づいて、要求噴射量に基づ
くインジェクターの駆動が正常に行われたか否かを判定する第２異常判定部とである。こ
うした本発明の監視装置では、エンジン制御ユニットの要求噴射量の演算動作の異常が第
１異常判定部によって、エンジン制御ユニットのインジェクターの駆動動作の異常が第２
異常判定部によってそれぞれ監視される。
　また、第２異常判定部は、インジェクターに対する駆動電流の通電の開始及び終了の時
刻とインジェクターに供給される燃料の圧力とをそれぞれ取得し、取得した各時刻から算
出される駆動電流の通電期間及び取得した圧力に基づいてインジェクターの駆動状況を求
めて判定を行うものである。そして、第２異常判定部は、判定、及びその判定のための通
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電期間並びにインジェクターの駆動状況を求める演算を、駆動電流の通電の開始及び終了
の時刻の取得時期とは異なる時期に行う一方で、通電の開始及び終了のいずれかの時刻の
取得と同時に圧力の取得を行う。
【００１３】
　こうした本発明の監視装置では、燃料噴射量制御に係るエンジン制御ユニットの制御動
作を２つの部分に分けてそれぞれ個別に監視することになる。そのため、異常判定にかか
る監視装置の演算ロジックを簡略化したとしても、個々の監視動作における監視装置の演
算誤差は小さくなり、異常検出精度の低下が抑えられる。したがって、本発明のエンジン
制御ユニットの監視装置によれば、演算負荷を抑えつつも、燃料噴射量制御が正常に行わ
れているか否かを高精度で判定することができる。
　また、異常の判定及びその判定のための演算を、それら時刻の取得とは異なる時期に行
うため、処理の集中を抑えて、監視装置のピーク負荷を抑えることができる。
　加えて、通電の開始及び終了のいずれかの時刻の取得と同時に燃料の圧力の取得を行う
ので、データの取得のための処理の割り込み回数の増加を抑えることができ、処理の割り
込みによる他の処理の遅延が抑制されるようになる。
【００１４】
　なお、こうした本発明では、燃料噴射量制御に係るエンジン制御ユニットの異常が、要
求噴射量の演算過程で生じたものか、要求噴射量に基づくインジェクターの駆動過程で生
じたものかを特定することができる。そこで、当該監視装置の適用されるエンジンにおい
て、第１異常判定部が異常判定したときと、第２異常判定部が異常判定したときとで、異
なる態様でフェールセーフ処理を行うようにすれば、異常の生じた部位に応じた、より的
確なフェールセーフ処理を行うことが可能となる。
【００１９】
　ところで、インジェクターの噴射特性には個体差があるため、インジェクターの噴射特
性の個体差分を補正するための個体差補正値による補正を行って、駆動電流の通電期間を
演算することがある。そうした場合にも、第２異常判定部が、そうした個体差補正値を参
照して異常の有無の判定を行うことで、その異常の判定精度を好適に確保することが可能
である。さらに、エンジン制御ユニットがエンジン水温による補正を行って要求噴射量の
演算を行う場合には、第１異常判定部が、エンジン水温を参照して異常の有無の判定を行
うことで、その異常の判定精度を好適に確保することが可能である。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本発明を具体化した第１実施形態についてその監視装置が適用されるエンジン制
御ユニット及びそのエンジン制御ユニットにより制御されるエンジンの燃料供給系の構成
を模式的に示す略図。
【図２】同実施形態の適用されるエンジン制御ユニットの燃料噴射制御及びそのための演
算機能の監視にかかる処理の流れを示す図。
【図３】同実施形態に適用される要求噴射量モニター値算出ルーチンの処理手順を示すフ
ローチャート。
【図４】エンジン回転速度Ne及びアクセル操作量Accpと要求噴射量モニター値Qfinmとの
関係を示すグラフ。
【図５】同実施形態に適用される第１異常判定ルーチンの処理手順を示すフローチャート
。
【図６】（ａ）クランク角信号、（ｂ）指令信号、（ｃ）噴射率及び（ｄ）噴射モニター
信号の推移と、（ｅ）同実施形態の監視装置が行う各処理の割込みタイミングとを示すタ
イムチャート。
【図７】同実施形態に適用される噴射量モニター値算出ルーチンの処理手順を示すフロー
チャート。
【図８】通電モニター期間INJM及び噴射圧Pcrinjと噴射量モニター値QMとの関係を示すグ
ラフ。
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【図９】同実施形態に適用される第２異常判定ルーチンの処理手順を示すフローチャート
。
【図１０】本発明を具体化した第２実施形態に適用される噴射量モニター値算出ルーチン
の処理手順を示すフローチャート。
【図１１】本発明を具体化した第３実施形態に適用される要求噴射量モニター値算出ルー
チンの処理手順を示すフローチャート。
【図１２】エンジン回転速度Ne及びエンジン水温Thwと水温補正値Qthwcmとの関係を示す
グラフ。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　（第１実施形態）
　以下、本発明にかかるエンジン制御ユニットの監視装置を具体化した第１実施形態を、
図１～図９を参照して詳細に説明する。なお、本実施形態の監視装置は、車載用ディーゼ
ルエンジンのエンジン制御ユニットに適用されるものとなっている。
【００２２】
　まず、本実施形態に係るエンジン制御ユニットの監視装置の構成を、図１を参照して説
明する。
　図１に示すように、本実施形態の監視装置が適用されるエンジンの燃料供給系には、燃
料タンク１０から汲み上げた燃料を加圧して吐出する燃料ポンプ１１が設けられている。
燃料ポンプ１１には、吐出する燃料の圧力を調整するための圧力調整弁（ＰＣＶ）１２が
設置されている。燃料ポンプ１１が吐出した燃料は、コモンレール１３に圧送され、その
内部に貯留される。そして、コモンレール１３に貯留された燃料は、各気筒のインジェク
ター１４に分配供給される。なお、コモンレール１３には、その内部の燃料を燃料タンク
１０に戻すことで、その内部の燃料の圧力（レール圧）を降下させる減圧弁１５が配設さ
れている。
【００２３】
　こうした燃料供給系を備えるエンジンは、エンジン制御ユニット２０により制御されて
いる。エンジン制御ユニット２０は、エンジン制御にかかる各種演算処理を行うマイクロ
コンピューター２１を備えている。また、エンジン制御ユニット２０は、マイクロコンピ
ューター２１からの指令に応じて各気筒のインジェクター１４を駆動する電子駆動ユニッ
ト（ＥＤＵ）２３を備えている。また、エンジン制御ユニット２０には、マイクロコンピ
ューター２１からの指令に応じてＰＣＶ１２及び減圧弁１５を駆動する駆動回路２４も設
けられている。
【００２４】
　一方、エンジン制御ユニット２０には、アクセル操作量Accpを検出するアクセルポジシ
ョンセンサー２６、エンジン水温Thwを検出する水温センサー２７、レール圧Pcrを検出す
るレール圧センサー２８、エンジン出力軸の回転に応じてパルス状のクランク角信号を出
力するクランク角センサー２９などの検出信号が入力されている。なお、アクセルポジシ
ョンセンサー２６、水温センサー２７及びレール圧センサー２８の検出信号は、エンジン
制御ユニット２０に配設されたＡＤコンバーター（ＡＤＣ）２５にてデジタル信号に変換
された上で、マイクロコンピューター２１に入力されている。また、クランク角センサー
２９の出力するクランク角信号は、マイクロコンピューター２１に直接入力されている。
【００２５】
　以上のように構成されたエンジン制御ユニット２０は、エンジン制御の一環として、燃
料噴射量の制御を行っている。次に、こうした燃料噴射量制御の詳細を説明する。
　図２に示すように、マイクロコンピューター２１は、燃料噴射量制御に際して、燃料噴
射量制御ルーチンＲ１の処理を行う。この燃料噴射量制御ルーチンＲ１は、要求噴射量演
算処理Ｐ２、噴射量分割処理Ｐ３、通電期間演算処理Ｐ４の３つの処理により構成されて
いる。
【００２６】
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　要求噴射量演算処理Ｐ２では、エンジン回転速度Ne、アクセル操作量Accp等に基づいて
、要求噴射量Qfinが演算される。要求噴射量Qfinの演算に際しては、まず、エンジン回転
速度Ne及びアクセル操作量Accpからベース噴射量Qbseが算出される。ここでのベース噴射
量Qbseの算出は、マイクロコンピューター２１に記憶されたベース噴射量算出用のマップ
に基づいて行われる。このマップには、エンジン回転速度Ne及びアクセル操作量Accpと、
ベース噴射量Qbseとの関係が記憶されている。そして、その演算したベース噴射量Qbseに
エンジン水温Thw等に応じた補正を適用することで、要求噴射量Qfinが演算される。
【００２７】
　なお、エンジン回転速度Neは、回転速度算出処理Ｐ１により算出されている。回転速度
算出処理Ｐ１では、クランク角センサー２９から入力されたクランク角信号に基づいて、
エンジン回転速度Neの算出が行われる。
【００２８】
　一方、噴射量分割処理Ｐ３では、要求噴射量Qfinが、パイロット噴射、メイン噴射、ア
フター噴射の各噴射に割り振られ、それにより、各噴射の噴射量が決定される。なお、燃
料噴射の分割数や各噴射の噴射量の分配比率は、そのときのエンジン運転状況に応じて定
められる。
【００２９】
　また、通電期間演算処理Ｐ４では、決定された噴射量が得られるように、各噴射のイン
ジェクター駆動電流の通電期間INJが演算される。各噴射の通電期間INJは、各噴射の噴射
量とレール圧Pcrとに基づき求められる。そして、マイクロコンピューター２１は、演算
した各噴射の通電期間INJをＥＤＵ２３に指令する。
【００３０】
　この指令を受けたＥＤＵ２３は、指令された各噴射の通電期間INJに基づき、指令信号
を生成する指令信号生成処理Ｐ５を行う。指令信号は、通電期間の開始とともにインジェ
クター１４の電磁弁を開弁可能なレベルまで信号レベルが上がり、通電期間の終了に応じ
てその開弁を保持不能となるレベルまで信号レベルが下がるように生成される。そして、
生成された指令信号は、該当する気筒のインジェクター１４に出力される。
【００３１】
　また、ＥＤＵ２３は、各インジェクター１４の電磁弁に流れる電流を検出し、その結果
から噴射モニター信号を生成するモニター信号生成処理Ｐ６も行っている。噴射モニター
信号は、インジェクター１４の電磁弁に駆動電流が実際に通電されている期間は信号レベ
ルが「Ｈｉ」となり、通電がなされていない期間は信号レベルが「Ｌｏ」となるパルス状
の信号として生成されている。生成された噴射モニター信号は、マイクロコンピューター
２１に出力される。
【００３２】
　続いて、こうした燃料噴射量制御に付随して行われる噴射圧制御について説明する。
　同図２に示すように、マイクロコンピューター２１は、上記回転速度算出処理Ｐ１で算
出されたエンジン回転速度Neと、上記要求噴射量演算処理Ｐ２で演算された要求噴射量Qf
inとに基づいて、目標レール圧を算出する目標レール圧算出処理Ｐ７を行う。そして、マ
イクロコンピューター２１は、算出した目標レール圧と、レール圧センサー２８により検
出された実際のレール圧Pcrとに基づいて、ポンプフィードバック（Ｆ／Ｂ）制御処理Ｐ
８と減圧弁制御処理Ｐ９とを実施する。
【００３３】
　ポンプＦ／Ｂ制御処理Ｐ８では、目標レール圧と実際のレール圧Pcrとの偏差に応じて
ＰＣＶ１２の目標開度が演算される。演算された目標開度は、駆動回路２４に出力される
。そして、駆動回路２４が、目標開度が得られるようにＰＣＶ１２を駆動することで、燃
料ポンプ１１の吐出圧の調整が行われる。
【００３４】
　また、減圧弁制御処理Ｐ９では、実際のレール圧Pcrが目標レール圧よりも高いときに
、減圧弁１５の作動指令が駆動回路２４に出力される。駆動回路２４は、この作動指令の
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入力に対して、減圧弁１５を作動させて、コモンレール１３から燃料を排出させることで
、レール圧Pcrを降下させる。
【００３５】
　一方、マイクロコンピューター２１は、こうした燃料噴射量制御と並行して、その制御
が正常に行われているか否かを常時監視している。本実施形態では、こうした燃料噴射量
制御の監視を、次の２つの監視ルーチンの処理を通じて行っている。すなわち、エンジン
制御ユニット２０の要求噴射量Qfinの演算機能を監視する第１監視ルーチンＲ２と、要求
噴射量Qfinに基づくエンジン制御ユニット２０のインジェクター１４の駆動機能を監視す
る第２監視ルーチンＲ３とにより、燃料噴射量制御の監視が行われている。
【００３６】
　（第１異常判定ルーチン）
　まず、第１監視ルーチンＲ２の処理の詳細を説明する。第１監視ルーチンＲ２では、要
求噴射量Qfinの演算値とその演算に使用されたエンジン運転状態の検出値（エンジン回転
速度Ne、アクセル操作量Accp）とに基づいて、要求噴射量Qfinの演算が正常に行われたか
否かが判定される。すなわち、本実施形態では、こうした第１監視ルーチンＲ２の処理を
通じてマイクロコンピューター２１が、上述の第１異常判定部の判定を行っている。
【００３７】
　図２に示すように、第１監視ルーチンＲ２は、噴射量モニター値算出処理Ｐ１０と第１
異常判定処理Ｐ１１との２つの処理を通じて行われる。噴射量モニター値算出処理Ｐ１０
では、要求噴射量Qfinの演算に使用されたエンジン回転速度Neとアクセル操作量Accpとに
基づいて要求噴射量（要求噴射量モニター値Qfinm）の概算が行われる。また、第１異常
判定処理Ｐ１１では、噴射量モニター値算出処理Ｐ１０で算出した要求噴射量モニター値
Qfinmと、燃料噴射量制御ルーチンＲ１で演算された要求噴射量Qfinとの比較により、要
求噴射量Qfinの演算が正常に行われたか否かが判定される。
【００３８】
　次に、これら噴射量モニター値算出処理Ｐ１０及び第１異常判定処理Ｐ１１の詳細を説
明する。
　噴射量モニター値算出処理Ｐ１０は、図３に示す噴射量モニター値算出ルーチンの処理
を通じて行われる。なお、同ルーチンの処理は、マイクロコンピューター２１によって、
要求噴射量Qfinの演算毎に実行される。
【００３９】
　同図３に示すように、本ルーチンが開始されると、まずステップＳ１０において、エン
ジン回転速度Neとアクセル操作量Accpとが読み込まれる。そして、続くステップＳ１１に
おいて、読み込まれたエンジン回転速度Neとアクセル操作量Accpとに基づいて、要求噴射
量モニター値Qfinmが算出された後、今回の本ルーチンの処理が終了される。
【００４０】
　ステップＳ１１での要求噴射量モニター値Qfinmの算出は、マイクロコンピューター２
１に記憶された噴射量モニター値算出用のマップに基づいて行われる。このマップには、
図４に示すような、エンジン回転速度Ne及びアクセル操作量Accpと、要求噴射量モニター
値Qfinmとの関係が記憶されている。なお、噴射量モニター値算出用のマップでのエンジ
ン回転速度Ne及びアクセル操作量Accpと要求噴射量モニター値Qfinmとの関係は、上述の
ベース噴射量算出用のマップでのエンジン回転速度Ne及びアクセル操作量Accpとベース噴
射量Qbseとの関係と同じとなっている。
【００４１】
　一方、第１異常判定処理Ｐ１１は、図５に示す第１異常判定ルーチンの処理を通じて行
われる。同ルーチンの処理は、上記噴射量モニター値算出ルーチンの処理に引き続き、マ
イクロコンピューター２１により実行される。
【００４２】
　図５に示すように、本ルーチンが開始されると、まずステップＳ２０において、燃料噴
射量制御ルーチンＲ１で演算された要求噴射量Qfinが読み込まれる。そして、続くステッ
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プＳ２１において、上述の噴射量モニター値算出処理Ｐ１０で算出された要求噴射量モニ
ター値Qfinmが、読み込まれた要求噴射量Qfinから乖離しているか否かが判定される。な
お、本実施形態では、要求噴射量Qfinが本来よりも大きくなる場合のみを、すなわち噴射
される燃料の量が本来よりも多くなる場合のみを、フェールセーフ処理が必要な異常とし
ている。そのため、ここでは、要求噴射量モニター値Qfinmが、要求噴射量Qfinよりも既
定値α以上大きい場合に、それらの乖離が生じたと判定している。
【００４３】
　ここで、要求噴射量モニター値Qfinmと要求噴射量Qfinとの乖離がないと判定されたと
きには（Ｓ２１：ＮＯ）、ステップＳ２２において、そうした乖離が生じた状態の継続期
間を示す異常検出カウンターＣ１の値がクリアされた後、今回の本ルーチンの処理が終了
される。
【００４４】
　これに対して、要求噴射量モニター値Qfinmと要求噴射量Qfinとが乖離していると判定
されたときには（Ｓ２１：ＹＥＳ）、ステップＳ２３において、異常検出カウンターＣ１
のカウントアップが行われる。そして、続くステップＳ２４において、異常検出カウンタ
ーＣ１が規定の異常判定値β以上であるか否かが判定される。ここで、異常検出カウンタ
ーＣ１が異常判定値β未満であれば（Ｓ２４：ＮＯ）、そのまま今回の本ルーチンの処理
が終了される。
【００４５】
　一方、異常検出カウンターＣ１が異常判定値β以上であれば（Ｓ２４：ＹＥＳ）、ステ
ップＳ２５において、噴射量演算機能異常フラグがセットされた後、今回の本ルーチンの
処理が終了される。なお、噴射量演算機能異常フラグがセットされると、マイクロコンピ
ューター２１は、フェールセーフ処理として、要求噴射量Qfinの演算を停止し、その値を
固定する。
【００４６】
　（第２異常判定ルーチン）
　次に、第２監視ルーチンＲ３の処理の詳細を説明する。第２監視ルーチンＲ３では、イ
ンジェクター１４から実際に噴射された燃料の量（実燃料噴射量）と、マイクロコンピュ
ーター２１が演算した要求噴射量とを比較することで、要求噴射量Qfinの演算結果に基づ
くインジェクター１４の駆動が正常に行われたか否かが判定される。すなわち、本実施形
態では、こうした第２監視ルーチンＲ３の処理を通じてマイクロコンピューター２１が、
上述の第２異常判定部の判定を行っている。
【００４７】
　図２に示すように、第２監視ルーチンＲ３は、実通電期間計測処理Ｐ２０、噴射量換算
処理Ｐ２１及び第２異常判定処理Ｐ２２の３つの処理により構成されている。実通電期間
計測処理Ｐ２０では、ＥＤＵ２３から入力された噴射モニター信号に基づいて、インジェ
クター１４の駆動電流の通電期間が計測され、噴射量換算処理Ｐ２１では、その計測され
た通電期間からインジェクター１４から実燃料噴射量が算出される。そして、第２異常判
定処理Ｐ２２では、算出された実燃料噴射量と、燃料噴射量制御ルーチンＲ１で演算され
た要求噴射量Qfinとの比較により、要求噴射量Qfinに基づくインジェクター１４の駆動が
正常に行われたか否かが判定される。
【００４８】
　まず、実通電期間計測処理Ｐ２０の詳細を説明する。
　図６は、燃料噴射時の（ａ）クランク角信号、（ｂ）指令信号、（ｃ）インジェクター
１４の噴射率、及び（ｄ）噴射モニター信号の推移の一例を示す。同図に示すように、Ｅ
ＤＵ２３がインジェクター１４に出力する指令信号の信号レベルが立ち上がると、それに
若干遅れてインジェクター１４の電磁弁に流れる駆動電流が同電磁弁を開弁可能なレベル
まで上昇して、燃料噴射が開始される。そして、このときの駆動電流の上昇に応じて、Ｅ
ＤＵ２３の生成する噴射モニター信号が立ち下げられる。その後、指令信号の信号レベル
が立ち下がると、それに若干遅れてインジェクター１４の電磁弁への駆動電流の通電が停
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止され、インジェクター１４からの燃料噴射が停止される。そして、このときの駆動電流
の通電停止に応じて、噴射モニター信号が立ち上げられる。
【００４９】
　同図（ｅ）に示すように、マイクロコンピューター２１は、こうした噴射モニター信号
の立ち下がり、及び立ち上がりに応じた割り込み処理として、時刻の取り込みを行う。す
なわち、マイクロコンピューター２１は、噴射モニター信号に基づいて各噴射の開始及び
終了の時刻を取得している。そして、マイクロコンピューター２１は、各噴射の開始及び
終了の時刻から、各噴射における駆動電流の通電期間を通電モニター期間INJMとして算出
する。
【００５０】
　なお、本実施形態では、マイクロコンピューター２１は、こうした各噴射の開始及び終
了の時刻の取り込みと同時に、インジェクター１４に供給される燃料の圧力（レール圧Pc
r）の取り込みも行っている。ここでは、各噴射の終了時に取り込まれたレール圧Pcrを、
各噴射の噴射圧Pcrinjとして取得している。
【００５１】
　一方、本実施形態では、噴射量換算処理Ｐ２１及び第２異常判定処理Ｐ２２は、クラン
ク角割り込み処理として、燃料噴射の終了後の所定の時期に実施されている。
　次に、噴射量換算処理Ｐ２１の詳細を説明する。噴射量換算処理Ｐ２１は、図７に示す
噴射量モニター値算出ルーチンの処理を通じて行われる。同ルーチンの処理は、マイクロ
コンピューター２１により、インジェクター１４からの一連の燃料噴射の終了後に、クラ
ンク角割り込み処理として実施される。
【００５２】
　図７に示すように、本ルーチンの処理が開始されると、まずステップＳ３０において、
各噴射の通電モニター期間INJMと噴射圧Pcrinjとに基づいて、各噴射の噴射量が噴射量モ
ニター値QMとして算出される。なお、マイクロコンピューター２１には、図８に示すよう
な通電期間INJ及び噴射圧Pcrinjと、噴射量モニター値QMとの関係を示す算出マップが記
憶されている。そして、ここでの噴射量モニター値QMの算出は、そうした算出マップを参
照して行われる。
【００５３】
　続いて、ステップＳ３１において、各噴射の噴射量モニター値QMの合計が、総噴射量モ
ニター値ΣQMに設定される。そして、その後、今回の本ルーチンの処理が終了される。な
お、こうして求められた総噴射量モニター値ΣQMは、今回の一連の燃料噴射において、イ
ンジェクター１４から実際に噴射された燃料の総量を示している。
【００５４】
　次に、第２異常判定処理Ｐ２２の詳細を説明する。第２異常判定処理Ｐ２２は、図９に
示す第２異常判定ルーチンの処理を通じて行われる。同ルーチンの処理は、マイクロコン
ピューター２１により、上述の噴射量モニター値算出ルーチンの処理に引き続いて実行さ
れる。
【００５５】
　図９に示すように、本ルーチンの処理が開始されると、まずステップＳ４０において、
噴射量換算処理Ｐ２１で算出された総噴射量モニター値ΣQMと、燃料噴射量制御ルーチン
Ｒ１で演算された要求噴射量Qfinとが乖離しているか否かが判定される。なお、本実施形
態では、実燃料噴射量が本来よりも多くなる場合のみを、フェールセーフ処理が必要な異
常としている。そのため、ここでは、総噴射量モニター値ΣQMが要求噴射量Qfinよりも既
定値α以上大きい場合に、それらの乖離が生じたと判定している。
【００５６】
　ここで、乖離が生じていなければ（Ｓ４０：ＮＯ）、ステップＳ４１において、異常検
出カウンターＣ２の値がクリアされた後、今回の本ルーチンの処理が終了される。なお、
異常検出カウンターＣ２の値は、一定の時間毎に自動的にカウントアップされる。したが
って、異常検出カウンターＣ２の値は、総噴射量モニター値ΣQMと要求噴射量Qfinとが乖
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離した状態の継続に応じて、次第に大きくなる。
【００５７】
　これに対して、総噴射量モニター値ΣQMと要求噴射量Qfinとが乖離していると判定され
たときには（Ｓ４１：ＹＥＳ）、ステップＳ４２において、異常検出カウンターＣ２が規
定の異常判定値γ以上であるか否かが判定される。ここで、異常検出カウンターＣ２が異
常判定値γ未満であれば（Ｓ４２：ＮＯ）、そのまま今回の本ルーチンの処理が終了され
る。
【００５８】
　一方、異常検出カウンターＣ２が異常判定値γ以上であれば（Ｓ２４：ＹＥＳ）、ステ
ップＳ４３において、通電期間演算機能異常フラグがセットされた後、今回の本ルーチン
の処理が終了される。なお、通電期間演算機能異常フラグがセットされると、マイクロコ
ンピューター２１は、フェールセーフ処理として、異常が生じた気筒を休止、すなわちそ
の気筒の燃料噴射を停止する。
【００５９】
　続いて、以上のように構成された本実施形態の作用を説明する。
　本実施形態の適用されるエンジン制御ユニット２０では、燃料噴射量の制御に際して、
エンジン回転速度Neやアクセル操作量Accp等に基づく要求噴射量Qfinの演算と、その要求
噴射量Qfinに基づくインジェクター１４の駆動電流の通電期間の演算とがマイクロコンピ
ューター２１により行われる。そして、演算された通電期間がＥＤＵ２３に指令され、そ
の指令に基づくインジェクター１４への駆動電流の通電がＥＤＵ２３により行われる。
【００６０】
　これに並行して、要求噴射量Qfinの演算に使用したエンジン回転速度Ne及びアクセル操
作量Accpに基づく、要求噴射量Qfinの概算（要求噴射量モニター値Qfinmの算出）がマイ
クロコンピューター２１により行われる。また、マイクロコンピューター２１によって、
その概算値と要求噴射量Qfinとの比較により、要求噴射量Qfinの演算が正常に行われたか
否かが判定される。そして、その判定の結果、マイクロコンピューター２１の要求噴射量
Qfinの演算が正常に行われていないことが確認されると、フェールセーフ処理として、要
求噴射量Qfinの固定が行われる。
【００６１】
　また、マイクロコンピューター２１によっては、駆動電流の測定結果に応じて生成され
る噴射モニター信号に基づいた、実燃料噴射量（総噴射量モニター値ΣQM）の算出が行わ
れ、その算出値と要求噴射量Qfinとの比較により、要求噴射量Qfinに基づくインジェクタ
ー１４の駆動が正常に行われているか否かが判定される。そして、その判定の結果、要求
噴射量Qfinに基づくインジェクター１４の駆動が正常に行われていないことが確認される
と、フェールセーフ処理として、異常気筒の休止が実施される。
【００６２】
　以上説明した本実施形態のエンジン制御ユニットの監視装置によれば、以下の効果を奏
することができる。
　（１）本実施形態では、マイクロコンピューター２１は、燃料噴射量制御ルーチンＲ１
で演算された要求噴射量Qfinとその演算に使用されたエンジン運転状態の検出値（エンジ
ン回転速度Ne、アクセル操作量Accp）とに基づいて、要求噴射量Qfinの演算が正常に行わ
れたか否かを判定している。また、マイクロコンピューター２１は、燃料噴射量制御ルー
チンＲ１で演算された要求噴射量Qfinとインジェクター１４の駆動状況（実燃料噴射量）
とに基づいて、要求噴射量Qfinに基づくインジェクター１４の駆動が正常に行われたか否
かを判定している。こうした本実施形態では、燃料噴射量制御に係るエンジン制御ユニッ
ト２０の一連の処理を、２つの部分に分けてそれぞれ個別に監視している。そのため、監
視のための演算ロジックを簡略化したとしても、個々の監視に係る演算誤差は小さくなり
、異常検出精度の低下が抑えられる。したがって、本実施形態のエンジン制御ユニットの
監視装置によれば、演算負荷を抑えつつも、燃料噴射量制御が正常に行われているか否か
を高精度で判定することができる。
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【００６３】
　（２）本実施形態では、第１異常判定処理Ｐ１１で異常判定されたときと、第２異常判
定処理Ｐ２２で異常判定されたときとで、異なる態様でフェールセーフ処理を行うように
している。そのため、異常の種類に応じた、より的確なフェールセーフ処理を行うことが
可能となる。
【００６４】
　（３）本実施形態では、インジェクター１４の駆動状況を、インジェクター駆動電流の
通電期間の測定結果から求めて第２異常判定ルーチンでの判定を行っている。そのため、
マイクロコンピューター２１の通電期間の演算機能の異常の有無と、ＥＤＵ２３の駆動電
流の生成機能の異常の有無とを併せて判定することができる。
【００６５】
　（４）本実施形態では、インジェクター駆動電流の通電の開始及び終了の時刻の取得と
、異常の判定及びその判定のための演算とを、異なる時期に行うようにしている。そのた
め、処理を時間的に分配して、マイクロコンピューター２１のピーク負荷を抑えることが
できる。
【００６６】
　（５）本実施形態では、インジェクター１４に供給される燃料の圧力（レール圧Pcr）
を用いて、マイクロコンピューター２１の通電期間の演算機能の異常判定を行っている。
そのため、レール圧Pcrによる通電期間の変化を考慮した異常判定が可能となり、異常の
判定精度を好適に確保することができる。
【００６７】
　（６）本実施形態では、インジェクター１４に供給される燃料の圧力（レール圧Pcr）
の取得を、インジェクター駆動電流の通電の開始、終了時刻の取得と同時に行っている。
そのため、データの取得のための処理の割り込み回数の増加を抑えることができ、処理の
割り込みによる他の処理の遅延が抑制されるようになる。
【００６８】
　（第２実施形態）
　次に、本発明を具体化した第２実施形態を、図１０を参照して説明する。なお、本実施
形態及び後述の第３実施形態において、第１実施形態と共通する構成については、同一の
符号を付してその詳細な説明は省略する。
【００６９】
　インジェクター１４の噴射特性には個体差があり、一定の期間の駆動電流の通電により
噴射される燃料の量には、インジェクター１４の個体毎のばらつきがある。そのため、噴
射特性の個体差に関わらず、燃料噴射量を正確に制御できるように、通電期間の個体差補
正を行うことがある。
【００７０】
　本実施形態では、そうした通電期間の個体差補正を次の態様で行っている。
　エンジンへの取り付け前には、個々のインジェクター１４の噴射特性が測定され、その
測定結果から補正データがインジェクター１４の個体毎に作成される。この補正データに
は、噴射特性の個体差分の補償に必要な通電期間の補正量が、通電期間、レール圧Pcr毎
に記録されている。こうした補正データは、インジェクター１４のエンジンへの取り付け
時に、マイクロコンピューター２１に記憶される。ちなみに、補正データは、マトリクス
型二次元コード等のかたちでインジェクター１４に貼設されており、エンジン取り付け時
にスキャナーを用いて読み込まれる。
【００７１】
　そして、マイクロコンピューター２１は、通電期間演算処理Ｐ４において、各噴射の噴
射量とレール圧Pcrとに基づいて各噴射の通電期間を演算するとともに、上記補正データ
を参照して、各噴射の通電期間とレール圧Pcrとから各噴射の個体差補正値を算出する。
そして、マイクロコンピューター２１は、算出した個体差補正値により各噴射の通電期間
を補正する。
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【００７２】
　こうした場合、燃料噴射量制御ルーチンＲ１における通電期間の演算結果には、個体差
補正値による補正分が含まれる。ここで、そうした補正分を考慮せずに、噴射量換算処理
Ｐ２１での総噴射量モニター値ΣQMの算出が行われれば、エンジン制御ユニット２０が通
電期間を適正に演算していても、総噴射量モニター値ΣQMと要求噴射量Qfinとの間に個体
差補正分のずれが生じてしまう。そこで、本実施形態では、第２監視ルーチンＲ３におけ
る判定を、インジェクター１４の噴射特性の個体差分を補正するための個体差補正値を考
慮して行うことで、判定精度を確保している。
【００７３】
　こうした本実施形態では、図１０に示す噴射量モニター値算出ルーチンの処理を通じて
、噴射量換算処理Ｐ２１が行われる。同ルーチンの処理は、マイクロコンピューター２１
により、インジェクター１４からの一連の燃料噴射の終了後に、クランク角割り込み処理
として実施される。
【００７４】
　図１０に示すように、本ルーチンの処理が開始されると、まずステップＳ３０１におい
て、各噴射の通電モニター期間INJMと噴射圧Pcrinjとに基づいて、各噴射の個体差補正値
TINJMcmが算出される。このときの個体差補正値TINJMcmの算出は、上述の補正データを参
照して行われる。
【００７５】
　続いて、ステップＳ３０２において、算出した各噴射の個体差補正値TINJMcmにより、
各噴射の通電モニター期間INJMが補正される。そして、ステップＳ３０３において、各噴
射の補正後の通電モニター期間INJMと噴射圧Pcrinjとに基づいて、各噴射の噴射量モニタ
ー値QMが算出される。ここでの噴射量モニター値QMの算出は、第１実施形態と同様の態様
で行われる。
【００７６】
　最後に、ステップＳ３０４において、各噴射の噴射量モニター値QMの合計が、総噴射量
モニター値ΣQMに設定される。そしてその後、今回の本ルーチンの処理が終了される。
　次に、こうした本実施形態の作用を説明する。本実施形態では、噴射量換算処理Ｐ２１
でのインジェクター駆動電流の通電期間の測定結果に基づく実燃料噴射量（総噴射量モニ
ター値ΣQM）の算出に、インジェクター１４の噴射特性の個体差に応じた通電期間INJの
個体差補正分が反映される。そのため、通電期間INJの個体差補正分が大きくなるときに
も、実燃料噴射量が適正に求められるようになり、第２異常判定処理Ｐ２２での異常判定
が適正に行われるようになる。
【００７７】
　以上説明した本実施形態のエンジン制御ユニットの監視装置によれば、上記（１）～（
６）に記載の効果に加え、更に以下の効果を奏することができる。
　（７）本実施形態では、通電期間の演算機能の異常判定に、インジェクター１４の噴射
特性の個体差分を補正するための個体差補正値を用いている。より詳しくは、インジェク
ター１４の駆動電流の通電期間の測定結果に基づいた、実燃料噴射量（噴射量モニター値
QM）の算出に、個体差補正値による補正を適用している。そのため、個体差補正に応じた
通電期間の変化に関わらず、異常の判定精度を好適に確保することができる。
【００７８】
　（第３実施形態）
　次に、本発明を具体化した第３実施形態を、図１１を参照して説明する。
　上述したように、要求噴射量Qfinの算出に際しては、エンジン水温Thwによる補正（水
温補正）が行われる。一方、第１実施形態での第１監視ルーチンＲ２における要求噴射量
Qfinの概算（要求噴射量モニター値Qfinmの算出）では、水温補正による補正分は考慮さ
れていない。そのため、マイクロコンピューター２１が適正に要求噴射量Qfinを算出して
いても、水温補正が大きいときには、要求噴射量Qfinと要求噴射量モニター値Qfinmとの
乖離が大きくなって、異常判定を適切に行えないことがある。そこで本実施形態では、マ
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イクロコンピューター２１は、第１監視ルーチンＲ２での判定を、エンジン水温Thwを参
照して行うことで、異常の判定精度を確保している。
【００７９】
　こうした本実施形態では、噴射量モニター値算出処理Ｐ１０を、図１１に示す要求噴射
量モニター値算出ルーチンの処理を通じて行うようにしている。なお、同ルーチンの処理
は、マイクロコンピューター２１によって、燃料噴射量制御ルーチンＲ１において要求噴
射量Qfinの演算が行われる毎に実行される。
【００８０】
　図１１に示すように、本ルーチンが開始されると、まずステップＳ１０１において、エ
ンジン回転速度Ne、アクセル操作量Accp、及びエンジン水温Thwが読み込まれる。そして
、続くステップＳ１０２において、読み込まれたエンジン回転速度Neとアクセル操作量Ac
cpとに基づいて、ベース要求噴射量モニター値Qfinmbが算出される。このステップＳ１０
２におけるベース要求噴射量モニター値Qfinmbの算出は、第１実施形態の要求噴射量算出
ルーチンのステップＳ１１における要求噴射量モニター値Qfinmの算出と同様に行われる
。
【００８１】
　続くステップＳ１０３では、エンジン水温Thwに基づいて水温補正値Qthwcmが算出され
る。この水温補正値Qthwcmの算出は、マイクロコンピューター２１に記憶された算出マッ
プを参照して行われる。この算出マップには、図１２に示すような、エンジン回転速度Ne
及びエンジン水温Thwと水温補正値Qthwcmの関係が記憶されている。なお、この算出マッ
プは、燃料噴射量制御ルーチンＲ１の要求噴射量演算処理Ｐ２における要求噴射量Qfinの
水温補正に用いるものと同様のマップとなっている。そして、ステップＳ１０４において
、ベース要求噴射量モニター値Qfinmbを水温補正値Qthwcmにより補正した値が要求噴射量
モニター値Qfinmに設定された後、今回の本ルーチンの処理が終了される。
【００８２】
　次に、こうした本実施形態の作用を説明する。本実施形態では、噴射量モニター値算出
処理Ｐ１０での要求噴射量モニター値Qfinmの算出に、エンジン水温Thwに応じた要求噴射
量Qfinの水温補正分が反映される。そのため、水温補正分が大きくなるときにも、要求噴
射量モニター値Qfinmが適正に求められるようになり、第１異常判定処理Ｐ１１での異常
判定が適正に行われるようになる。
【００８３】
　以上説明した本実施形態のエンジン制御ユニットの監視装置によれば、上記（１）～（
６）に記載の効果に加え、更に以下の効果を奏することができる。
　（８）本実施形態では、エンジン水温Thwを参照して、要求噴射量演算機能の異常判定
を行っている。詳しくは、燃料噴射量制御ルーチンＲ１での要求噴射量Qfinの算出に使用
したエンジン運転状態の検出値に基づく要求噴射量の概算（要求噴射量モニター値Qfinm
の算出）に、エンジン回転速度Ne、アクセル操作量Accpに加え、エンジン水温Thwも参照
している。そのため、水温補正による要求噴射量Qfinの変化に関わらず、異常の判定精度
を好適に確保することができる。
【００８４】
　なお、上記各実施形態は、以下のように変更して実施することもできる。
　・上記実施形態では、インジェクター１４に対する駆動電流の通電の開始及び終了の時
刻の取得と同時に、インジェクター１４に供給される燃料の圧力（噴射圧Pcrinj）の取得
を行うようにしていたが、それら時刻の取得とは異なる時期に噴射圧Pcrinjの取得を行う
ようにしても良い。
【００８５】
　・上記実施形態では、実通電期間計測処理Ｐ２０での通電期間の演算や噴射量換算処理
Ｐ２１での総噴射量モニター値ΣQMの算出、及び第２異常判定処理Ｐ２２での判定を、イ
ンジェクター１４に対する駆動電流の通電の開始及び終了の時刻の取得とは、異なる時期
に行うようにしていた。すなわち、通電期間演算機能の異常判定及びその判定のための演
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算の時期を、通電期間の開始及び終了の時刻の取得と異なる時期としていた。マイクロコ
ンピューター２１の演算能力に十分な余裕があるのであれば、そうした時刻の取得と判定
及びその判定のための演算とを同時並行して行うようにしても良い。
【００８６】
　・上記実施形態では、実燃料噴射量が本来よりも多くなる場合のみを異常と判定してい
たが、必要があれば、本来よりも少なくなる場合についても異常と判定するようにしても
良い。例えば、図５のステップＳ２１において、要求噴射量Qfinと要求噴射量モニター値
Qfinmの差の絶対値が既定値α以上であるか否かを判定し、図９のステップＳ４０におい
て、要求噴射量Qfinと総噴射量モニター値ΣQMの差の絶対値が規定値α以上であるか否か
を判定することで、そうした異常判定が可能となる。
【００８７】
　・上記実施形態では、マイクロコンピューター２１は、燃料噴射量制御ルーチンＲ１で
の要求噴射量Qfinの演算に使用されたエンジン運転状態の検出値（エンジン回転速度Ne、
アクセル操作量Accpなど）に基づいて要求噴射量を概算（要求噴射量モニター値Qfinmを
算出）している。そして、マイクロコンピューター２１は、燃料噴射量制御ルーチンＲ１
で演算された要求噴射量Qfinとその概算値（要求噴射量モニター値Qfinm）とを比較して
、要求噴射量Qfinの演算が正常に行われたか否かを判定している。一方、要求噴射量Qfin
から、その演算に用いたエンジン運転状態の検出値を逆算し、燃料噴射量制御ルーチンＲ
１での要求噴射量Qfinの演算に実際に用いられたエンジン運転状態の検出値と比較するこ
とでも、同様の判定を行うことができる。例えば第１監視ルーチンＲ２において、要求噴
射量Qfinとエンジン回転速度Neとに基づいて、要求噴射量Qfinの演算に使用したアクセル
操作量Accpを推定し、その値が実際に使用されたアクセル操作量Accpと一致するか否かを
確認することでも、同様の判定が可能である。
【００８８】
　・上記実施形態では、インジェクター１４に駆動電流が通電された期間の測定結果（噴
射モニター信号）から実燃料噴射量（総噴射量モニター値ΣQM）を求め、その値を要求噴
射量Qfinと比較することで、要求噴射量Qfinに基づくインジェクター１４の駆動が正常に
行われたか否かを判定していた。十分な精度で実燃料噴射量を求めることが可能であれば
、噴射された燃料の燃焼により発生されたエンジントルクを、例えば噴射後のエンジン回
転速度Neの変化量などから求めるとともに、そのエンジントルクから実燃料噴射量を求め
て、そうした判定を行うようにしても良い。
【００８９】
　・さらに、インジェクター１４に駆動電流が通電された期間の測定結果（噴射モニター
信号）の代りに、マイクロコンピューター２１の演算した通電期間から実燃料噴射量（総
噴射量モニター値ΣQM）の算出を行うようにしても良い。こうした場合、第２監視ルーチ
ンＲ３によっては、マイクロコンピューター２１による、要求噴射量Qfinに基づく通電期
間の演算が正常に行われた否かが判定されることになる。
【００９０】
　・上記実施形態では、実燃料噴射量と要求噴射量Qfinとの比較により、マイクロコンピ
ューター２１の通電期間演算機能の異常判定を行っていた。これと同様の異常判定は、燃
料噴射量制御ルーチンＲ１で演算された要求噴射量Qfinから、インジェクター１４の駆動
電流の通電期間を概算し、その値を燃料噴射量制御ルーチンＲ１で演算された通電期間と
比較することでも行うことができる。
【００９１】
　・上記実施形態では、要求噴射量演算機能の異常が確認されたときには要求噴射量Qfin
の固定を、通電期間演算機能の異常が確認されたときには異常気筒の休止を、それぞれフ
ェールセーフ処理として行うようにしていたが、フェールセーフ処理の内容を変えるよう
にしても良い。また、いずれの異常が確認されたときにも、同じ内容のフェールセーフ処
理を行うようにしても良い。
【００９２】
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　・上記実施形態では、燃料噴射量制御に係る演算処理と、同制御の監視のための処理と
を共にマイクロコンピューター２１が行うようにしていたが、これらの処理を別のマイク
ロコンピューターが行うようにしても良い。また、第１監視ルーチンＲ２の処理と、第２
監視ルーチンＲ３の処理とを、別のマイクロコンピューターが行うようにすることもでき
る。
【００９３】
　・上記実施形態では、燃料噴射制御の異常を監視する監視装置がエンジン制御ユニット
２０に内蔵された構成となっていたが、そうした監視装置をエンジン制御ユニット２０の
外部に設けるようにしても良い。すなわち、第１監視ルーチンＲ２及び第２監視ルーチン
Ｒ３の処理を、エンジン制御ユニット２０の外部に設けられた監視装置が行う構成として
も良い。
【符号の説明】
【００９４】
　１０…燃料タンク、１１…燃料ポンプ、１２…圧力調整弁（ＰＣＶ）、１３…コモンレ
ール、１４…インジェクター、１５…減圧弁、２０…エンジン制御ユニット、２１…マイ
クロコンピューター（第１異常判定部、第２異常判定部）、２３…電子駆動ユニット（Ｅ
ＤＵ）、２４…駆動回路、２５…ＡＤコンバーター（ＡＤＣ）、２６…アクセルポジショ
ンセンサー、２７…水温センサー、２８…レール圧センサー、２９…クランク角センサー
。

【図１】 【図２】
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